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論文要旨

本論文は、食品表示を取り上げ、市場の公平性の観点から消費者政策の基礎付けがなされるべきでないか、という問題提起を行う。
これまで経済学では、広告や表示の規制については、アドバース・セレクションなどによって市場の効率性が損なわれることが明らかな場合には規制がなされるべきであるが、そうでない場合については原則介入すべきではないとされてきた。
しかし、現実の表示規制においては、必ずしも市場の効率性を損なわない場合においても、消費者の誤解を招くような表示は禁止されている。すなわち、景品表示法においては「一般消費者の自主的かつ合理的な選択」を保護することが目的とされており、消費者の意思決定がゆがめられること自体を規制の対象としている。
ここにみられるのは、消費者の意思決定が適切になされたかどうかを問題とする考え方である。すなわち、結果のみならず、その結果がもたらされるプロセスをも問題としているのである。これは、鈴村 (2004) がいうところの非帰結主義的なアプローチである。
経済学において、こうした消費者の意思決定プロセスまで踏み込んだ考え方としては、Sen (1985) の潜在能力アプローチがあげられる。そこで、本論文では、Sen (1993) のEpistemic value of the menuの議論を情報の経済学の観点から解釈することで、消費者の意思決定プロセスを経済学的に分析することを提案する。
また、このための分析手法として、実験的な手法を取り入れたアンケート調査を用いることを提案する。そして、こうした分析を行った研究として、行本・丸山・村上・林 (2010) と村上・丸山・林・行本 (2010) を取り上げて、消費者の意思決定が適切になされているか、また、そもそも消費者に意思決定を適切にするだけの能力があるかどうか、といった点が消費者政策においては問題となり得ることを論じる。
主な主張は、以下の通りである。第一に、消費者政策の基礎付けとしては、市場の効率性には不十分な点が存在しており、市場の公平性の観点が必要である。第二に、市場の公平性の観点からは、消費者の意思決定の結果のみならず、その意思決定が適切になされているかどうかという、意思決定のプロセスが問われ、消費者の意思決定をゆがめるような行為は排除されるべきである。第三に、そもそも消費者自身に適切な意思決定を行う能力があるかどうかが問われ、もしこれが著しくかける消費者が存在するようであれば、単に情報を開示するのみでなく消費者教育などの施策がなされるべきである。
